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【短信：ドイツ】

軍隊の国外出動に関する立法動向
渡邉 斉志

近時我が国では、政府が、自衛隊の海外派遣

について規律した恒久法の制定に前向きな姿勢

を示してい
(注１)

るが、期せずして、ドイツにおいて

も同様の法律の制定をめぐる議論が活発化して

いる。そこで、以下では、この問題についての

ドイツの近況を紹介する。

また、ドイツ連邦政府は、国外に派遣した軍

隊の安全を確保するための法整備にも着手して

いるので、これについても併せて紹介する。

１．軍隊の国外出動について規律した法律の

制定

論点

東西冷戦の時代、西ドイツ政府は、北大西洋

条約機構（NATO）加盟国域外への軍隊の
(注２)

出動

は違憲であるとの解釈を採って
(注３)

いた。しかし、

有権解釈は存在せず、様々な学説が唱えられて

いた。その後、1990年代に入り、湾岸戦争、ユー

ゴスラビア内戦、ソマリア内戦等、国際社会の

ドイツ
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要請により軍隊を国外に出動させざるを得ない

事例が相次いだ。そのため、軍隊の国外出動に

関する議論が盛んに行われることとなった。

この問題に関する議論のポイントは、以下の

２点に絞ることが可能であ
(注４)

ろう。

１点目は、国外出動の合憲性である。これは、

そもそも現行憲法（ドイツ連邦共和国基本法。

以下、「基本法」という。）の下で国外出動は可

能なのかという問いに始まり、可能であるとす

ればそれは集団安全保障体制の枠組みにおける

活動に限定されるのか、あるいはドイツが単独

でこれを行うことができるのか、集団安全保障

体制の枠組みでの出動が可能であるとしてもそ

れは国連に限られるのか、あるいはNATOも

それに含まれるのか、もし国連の枠組みにおけ

る活動に限定されるのだとすれば、それは国連

平和維持活動（PKO）に限定されるのか、ある

いは武力制裁措置の場合でも可能なのか、と

いった問いまでをも射程に収める問題であっ

た。

２点目は、国外出動が合憲だとした場合、出

動を決定する権限はどの機関に属するのかとい

う問題である。軍隊の出動は行政権に属する事

案であるため、その決定は、連邦政府が行うの

が当然であるとする見解も存在する。しかし、

国家にとっての軍隊出動の重大性に鑑みれば、

議会の関与を完全に排除することは許されない

とする主張も有力であった。

１点目の合憲性の問題については、上述した

ように、かつては、連邦政府はNATO域外への

出動は違憲との解釈を採っていた。しかし、そ

の後、増加してゆく国外出動を、基本法の改正

を行なうことなく、解釈の修正によって正当化

してきたことから、国外出動が可能であること

を憲法に明記すべきであるとの考えに基づく憲

法改正法案が議会に提出される
(注５)

など、激しい憲

法論争が行われた。そして、政党間の主張の隔

たりが大きかったため、この問題は、しばしば

連邦憲法裁判所への提訴という形をとることと

なった。

1994年の連邦憲法裁判所判決

こうした議論の画期となったのが、1994年７

月の連邦憲法裁判所の判決で
(注６)

ある。この判決は、

一連の国外出動の合憲性を問うべく提起された

複数の訴えに対して下されたものであった。判

決では、集団安全保障体制の枠組みにおける出

動は合憲であること、武装兵力の国外出動の決

定には原則として連邦議会による事前の同意が

必要であること、出動に際しての議会の同意手

続等について定めることは、立法府の任務であ

ること等が示された。

この判決によっても、国外出動に関する争点

のすべてが解消されたわけではない。例えば、

国連決議が無い場合にNATO非加盟国に出動

させることができるか否かといった点は、依然

として明らかではないとの指摘も
(注７)

ある。しかし、

出動決定権限の問題については一応の回答が与

えられたため、これ以降、国外出動に際しては、

逐次、連邦議会の同意が求められることとなっ

た。

法律制定の動き

軍隊の国外出動が頻繁に行われるようになる

とともに、出動期間の長期化が生じると、国外

出動といえども、必ずしも連邦議会の同意を得

るほど重要なケースばかりではないという認識

が政党間に広まって
(注８)

いった。また、急を要する

事態が発生した場合、連邦議会の事前の同意を

得るために、迅速な対応をとることが困難にな

りかねないという、より本質的な問題も存在し

ていた。

こうした認識を背景に、軍隊の国外出動の手

続等を定めた法律の制定に向けた動きが活発化

した。このような法律は“派遣法（Entsende-

gesetz）”または“議会関与法（Parlaments-

ドイツ

119外国の立法 219（2004.2)



beteiligungsgesetz）”などと通称されている。

上述したように、1994年に連邦憲法裁判所判

決が、出動決定手続を定めるのは立法府の任務

であるとの判決を下したこともあり、各政党と

も立法化には前向きな姿勢を示していた。また、

連邦憲法裁判所のパピール長官も、私見である

と前置きしながらも、こうした法律が制定され

れば法的な明確さがもたらされることになると

して、立法化の意義を認めて
(注９)

いた。

イラク戦争の影響

2003年３月に勃発したイラク戦争により、法

制化の動きには一時的にブレーキがかかること

となった。

シュレーダー首相は、かねてから、たとえ国

連でイラクに対する軍事行動を認める決議が採

択されたとしても、イラクへのドイツ軍の出動

は行わないと言明していた。しかし、戦争が始

まれば、イラクが隣国であるトルコ（NATO加

盟国）に反撃を加えるおそれがあったため、こ

れに備えることを目的として、ドイツ連邦政府

は、NATOの決定に基づき、ドイツ軍兵士が搭

乗する早期警戒管制機（AWACS）をトルコに

派遣することを決定した。これに対し、野党の

自由民主党（FDP）とキリスト教民主╱社会同

盟（CDU/CSU）は、AWACS派遣は武装兵力

の出動にあたるため、この決定には連邦議会の

同意が必要であると主張した。そして、FDPは、

議会の同意が必要であることを確認するための

仮処分の申立てを連邦憲法裁判所に
(注10)

行った。

連邦憲法裁判所が、連邦議会の権限が仮処分

を行うほどに連邦政府の権限に優越していると

は確認できなかったとして FDPの申立てを棄

却す
(注11)

ると、同党は、軍隊の国外出動について規

律した法律の制定を、連邦政府に対して改めて

要求
(注12)

した。これに対し、シュレーダー首相は、

このような重要な課題を戦争の継続中に処理す

べきではないとして、立法措置についてはイラ

ク戦争終結後に検討すると表明
(注13)

した。

各政党の主張

イラク戦争が終結したことにより、法制化へ

の障害は取り払われ、法案作成の動きは再度活

発化した。

しかし、法制化への姿勢や法律の内容には、

政党毎に相違が見られる。当初、立法化に積極

的だったのは野党である。CDU/CSUは、2003

年２月25日に公表した、連邦軍に関する同会派

の考え方を示した文書「変化する安全保障環境

の中の連邦軍（Bundeswehr in einem geandert-

en sicherheitspolitischen
(注14)

Umfeld)」の中で、

透明、迅速、効果的な政治的決定を下すことが

できるようにするため、直ちに法律を制定すべ

きだと主張した。また、FDPは、法律の制定を

求める動議を2002年11月14日に連邦議会に提
(注15)

出し、さらに、2003年11月12日には、連邦政府

や他の会派に先駆けて、法案を連邦議会に提出
(注16)

した。

FDP提出法案

FDPが提出した法案の概要は以下のとおり

である。

（議会の留保）

いかなる武装兵力の国外への出動も、この法

律の規定で認められている場合を除き、連邦

議会の同意を必要とする。武装兵力の出動と

は、連邦軍兵士が、軍事行動に関係し、又は

軍事行動への関与が予想される場合を指す。

（第１条）

（議会の留保の限界）

武装兵力の出動の必要性を明らかにするため

の措置で、その計画立案並びに訓練準備及び

兵站準備に不可欠なものについては、連邦議

会の同意を必要としない（第２条）。

（連邦政府による動議）
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連邦議会は、少なくとも、出動の根拠、目的、

任務、範囲、地域、期間並びに費用及び財源

を示した連邦政府の動議に基づき、決定を下

す（第３条）。

（撤退を決定する権限）

連邦議会は、武装兵力の国外出動への同意を

撤回することができる。出動が機密事項に指

定されている場合、撤回は、連邦議会に設置

される「特別な国外出動のための委員会」（後

述）のみがこれを行う。遅滞のおそれがある

場合、撤回は、連邦議会が当該案件を本会議

で審議・議決すると決定していない限りにお

いて、上述の委員会がこれを行なう。武装兵

力の国外出動への同意の撤回を求める動議を

提出するためには、連邦議会構成員の４分の

１の支持を必要とする。連邦議会が武装兵力

の国外出動への同意を撤回した場合、連邦政

府は、遅滞なく出動を終了しなければならな

い。（第４条）

（特別な国外出動のための委員会）

連邦議会は、連邦議会議員によって構成され

る、「特別な国外出動のための委員会（Aus-

schuss fur besondere Auslandseinsatz）」（以

下、「委員会」という。）を設置する。委員会

の構成員は、最大で11名とする。この委員会

の構成員には、すべての会派から少なくとも

１名が選出される。委員会は、連邦議会の一

被選期間が終了した後も、新たな委員が選出

されるまでの間、活動を行なう。（第５条）

（同意の授権）

委員会は、次のいずれかの場合に、国外出動

を求める連邦政府の動議に同意する権限が与

えられる。

・連邦政府が動議を機密事項扱いとした場合

・遅滞のおそれがある場合

・連邦軍兵士が、集団安全保障体制（国連、

NATO、OSCE等）又は EUによる武装兵

力の出動に参加する場合

連邦議会は、これらの場合以外においても、

連邦政府の動議に同意する権限を委員会に与

えることができる。連邦議会は、遅滞のおそ

れがある場合又は委員会に動議への同意を授

権した場合であっても、連邦政府の動議を自

らが審議・議決すると決定することができる。

（第６条）

（委員会の手続き）

連邦議会議長は、国外出動を求める連邦政府

の動議を直ちに委員会に回付する。委員会は、

連邦議会が当該動議を自ら審議・議決すると

決定していない限りにおいて、当該動議につ

いての最終的な審議を行なう。委員会のすべ

ての構成員は、委員会を召集すること及び報

告を行なうことを提案することができる。委

員会は、年に１度、連邦議会に対し報告を行

なう。委員会は、秘密保持を考慮したうえで、

委員会が同意したすべての出動について連邦

議会に知らせるとともに、出動が終了した後

には報告書を提出する。（第７条）

（連邦政府の情報開示）

連邦政府は、委員会に対し、委員会が同意し

た出動について、継続的に報告を行なう。連

邦政府は、出動が終了した後、連邦議会に対

し、最終的な報告書を提出する。連邦政府は、

委員会の同意を得た出動に直接関連する文書

及びデータを委員会が閲覧できるようにしな

ければならない。（第８条）

（秘密保持）

連邦政府が動議を機密事項に指定した場合、

連邦議会の秘密保護
(注17)

規則の規定に則った手続

きをとらなければならない。委員会は、機密

事項に指定された出動については、秘密保持

の必要がなくなった後にはじめて、連邦議会

に報告を行なう。（第９条）

（施行）

この法律は、公布の日の翌日から施行される

（第10条）。
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その他の政党の動き

与党である社会民主党（SPD）と90年連合/緑

の党（緑の党）は、2003年11月27日、共同提出

を予定している法案の内容について合意に達
(注18)

した。報道によれば、この法案は、国外出動に

は連邦議会の事前の同意が必要であるという点

では、上述した FDPの法案と一致している。

だが、両者の間には幾つかの相違点が見られる。

まず、与党案では、国外出動を求める動議への

同意手続の簡素化を実現するための手段として、

簡易な同意手続（Vereinfachte Zustimmungs-

verfahren）の導入が謳われている。簡易な同意

手続とは、国外出動のうち、重要性が低い事案

の際に採られる方式で、動議の提出から７日以

内に、連邦議会の会派又は５％以上の議員が動

議についての採決を求めなかった場合、動議は

自動的に可決されるというものである。

また、与党案では、国外出動の承認を任務とす

る委員会の設置には触れていない。これは、こ

うした委員会の設置に反対していた緑の党の
(注19)

主張を容れたものだと思われるが、この点で、

上で紹介した FDP案とも、また、現時点では法

案提出には至っていない CDUの立場とも異

なっている。

このように、与野党の主張の間には隔たりが

ある。そのため、与党は、今後、法案を野党と

の共同提出とすべく調整を行なう意向を示して

いるが、歩み寄りが実現しない場合には、与党

が単独で法案を提出し、議決する可能性も存在

している。

２．国外に派遣した軍隊を守るための法整備

ドイツ連邦政府は、2003年９月26日、軍事防

諜局法（Gesetz uber den Militarischen Ab-

schirmdienst;MADG）を改正するための法案

を連邦参議院に送付
(注20)

した。法案は、その後、連

邦議会に提出
(注21)

され、現在審議中である。この法

案は、近年における連邦軍の国外出動の増加を

背景としている。そして、国外における連邦軍

及び連邦軍兵士の防護に十全を期すため、情報

活動の強化を図ることを目的としており、具体

的には、軍事防諜局（Militarischer Abschirm-

dienst；MAD）の活動範囲を国外にまで拡大す

ることをその内容としている。

連邦政府は、前立法期終盤の2002年2月11日に

も、国外に派遣された連邦軍の防護を図るため

に、MADの活動範囲の拡大を目的とした法案

を連邦議会に提出して
(注22)

いる。この法案は審議未

了で廃案となったが、内容的にはかなりの部分

で今回提出された法案と重なっていた。した

がって、連邦軍の国外出動の増加に伴なう安全

性確保の問題の解決は、連邦政府にとっては、

かねてから懸案であったと言うことができる。

MADの任務

MADとは、連邦情報局（Bundesnachrichten-

dienst;
(注23)

BND）、連邦憲法擁護庁（Bundesamt
 

fur Verfassungsschutz;
(注24)

BfV）と並ぶ連邦の情

報機関である。BNDが連邦首相、BfVが連邦内

務相の管轄下にあるのに対し、MADは連邦国

防相の管轄下にある。

MADの任務は、軍事防諜局法で規定されて

いる。同法第１条によれば、連邦軍内部におけ

る情報活動や連邦軍のための情報活動、つまり、

連邦軍兵士に対する外部からの諜報活動を防ぐ

こと、連邦軍兵士が外国の情報機関のために活

動するのを防ぐこと、連邦軍の安全を脅かす集

団に関する情報を収集すること等がMADの

任務とされて
(注25)

いる。

改正法案の概要――MADの任務の拡大

今回の軍事防諜局法改正法案は、連邦軍及び

連邦軍兵士を、国内においてのみならず国外に

派遣した場合においても守ることができるよ

う、国外におけるMADの活動について規定し

た条文を新たに設けようとするものである。な
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お、法案には、MADの活動の改善を目的とし

た、MADが連邦国防省の人事情報データベー

スに登録されている個人情報を利用することが

できるよう法律に明記するための規定も盛りこ

まれているが、本稿ではこの部分については取

り上げない。

法案では、以下のような内容を持った箇条（軍

事防諜局法第14条）を新たに挿入するものとさ

れている。

・MADは、連邦軍の国外における特別な任務

の期間中、連邦軍部隊の国外出動に資するた

め、国外においても、出動した部隊が司令部

や施設を置いている敷地の内部に限り情報収

集を行なう。MADは、そのために、出動先の

国の官公署に情報提供を求めることができ

る。

・MADは、連邦軍の国外における特別な任務

の期間中、連邦軍に所属しない者や集団で

あっても、その活動が連邦軍兵士、部隊、施

設等に向けられている場合、これらの者や集

団に関する情報の評価を行なう。また、MAD

は、必要に応じて、そのような情報を BNDに

求めることができる。

・MADは、連邦軍の国外における特別な任務

の期間中、国外においても、出動した部隊が

司令部や施設を置いている敷地の内部に限り

人物の審査を行ない、また、防諜のための技

術的な安全措置を講じる。

・個人情報を含んだ情報の収集を、国内で、ま

たはドイツ人について行うことが上記の任務

に必要な場合、その情報の収集、加工、利用

は、MADの国内での通常の活動について定

めたこの法律の規定（連邦データ保護法に違

反してはならない等の規定）に則って行なわ

れる。国外においては、出動した部隊が司令

部や施設を置いている敷地の外でこうした情

報収集を行なうことは、いかなる場合でも許

されない。国内における情報収集は、管轄の

憲法擁護官庁と協議した場合にのみ許され

る。

・MADの上記の任務と権限は、空間的・時間

的に、連邦軍の国外における特別な任務に限

定される。

・連邦官庁や連邦の公法上の法人は、MADに

対し、MADの上記の任務に役立つと思われ

る情報を自発的に提供
(注26)

する。また、MADは、

上記の任務を遂行するために BNDと協力す

る。MADと BNDは、それぞれの任務遂行に

必要なすべての知見を相互に報告し合う。両

者の協力についての詳細は、国外出動のたび

ごとに、両者の間で取り結ぶ合意によって定

めなければならない。合意に際しては、連邦

首相府の長と連邦国防大臣の同意が必要とさ

れ、また、合意について議会監督審査会（Parla-

mentarische
(注27)

Kontrollgremium）に報告を

行なわなければならない。

・連邦政府は、国外でのMADの活動開始に先

だって、議会監督審査会に対して報告を行な

う。

(注)

⑴ 平成15年６月25日第156回国会衆議院イラク人道

復興支援並びに国際テロリズムの防止及び我が国の

協力支援活動等に関する特別委員会議録第２号

p.11.（発言者：小泉内閣総理大臣）

⑵ 本稿では、「出動」という語を、多くの場合、武力

の行使を伴なう任務、すなわち「武装兵力の出動」を

指すものとして用いている。しかし、すべての場合で

そのような意味で使用しているわけではない。ドイ

ツ語の「Einsatz」は、実定憲法上、後方支援や災害

援助等も含む、より包括的な概念を表わすものとし

ても用いられている。たとえば、ドイツ連邦共和国基

本法には以下のような条文が存在するが、武力行使

を伴なう任務であれ災害救助のための任務であれ、

同じ語が使用されている（訳文は『解説世界憲法集第
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４版』樋口陽一ほか編 三省堂 2001.による。なお、

「ラント」は「州」に読み替えた）。

第35条

⑶ 自然災害または災厄事故が１州以上の領域に危険

を及ぼすときは、連邦政府は、これに有効に対処する

のに必要な限度において、州政府に対し、他の州のた

めに警察力を使用させるべきことを指図することが

でき、また警察力を支援するために、連邦国境警備隊

および軍隊の部隊を出動させる（einsetzen）ことが

できる。（後略）」

第87a条

⑵ 軍隊は、防衛のために出動する場合の他は、この基

本法が明文で許している限度においてのみ、出動す

る（einsetzen）ことが許される。

したがって、本稿でも、軍事的任務と非軍事的任務の

別なく「出動」という語を用いることとする。ただし、

国外に軍隊を送り出すことを表わす一般的な表現と

しては「派遣」という語を用いることとする。

なお、湾岸戦争以前においても、災害救助や親善訪問

のための国外への軍隊の派遣は行なわれていた。そ

のため、表現に正確を期すならば、連邦政府は、軍隊

のNATO域外への「出動」を全面的に違憲と見なし

ていたわけではないということになる。

⑶ 連邦政府の見解については下記の文献を参照。

小林宏晨『ドイツ連邦軍の海（域）外派遣』政光プリ

プラン 1997,pp.3-5.

⑷ 以下の論点の整理は、下記の文献に多くを負って

いる。

松浦一夫『ドイツ基本法と安全保障の再定義』成文堂

1998.

特に、第３章「ドイツ基本法における安全保障と平和

維持」（pp.98-143）及び第４章「連邦軍出動決定とそ

の議会統制」（pp.144-197）。

⑸ 例えば、社会民主党（SPD）は1992年６月に憲法改

正法案を議会に提出している（BT Drucksache12/

2895）。

改憲論議については、松浦前掲書第２章「「NATO域

外派兵」をめぐる改憲論争」（pp.46-97）を参照。

⑹ Urteil vom 12.Juli1994-2BvE 3/92,5/93,7/

93,8/93-（BverfG90,286）

本件判決の日本語での評釈としては、以下の文献を

参照。

松浦前掲書第５章「ドイツ連邦憲法裁判所「連邦軍

NATO域外派兵」合憲判決（1994年７月12日）」pp.

198-236.

山内敏弘「ドイツ連邦軍のNATO域外派兵の合憲

性」『ドイツの最新憲法判例』1999.3,pp.348-353.

小林宏晨「ドイツ連邦軍NATO域外出動の憲法適

合性：連邦憲法裁判所第2法廷1994年７月12日判例

の研究⑴」『日本法学』60巻４号 1995.3,pp.1-51,「同

⑵」『日本法学』61巻１号 1995.7,pp.1-38,「同⑶」

『日本法学』61巻２号 1995.10,pp.63-80,「同⑷」

『日本法学』61巻３号 1996.1,pp.1-47.

山内敏弘「ドイツ連邦軍のNATO域外派兵に関す

る連邦憲法裁判所判決」『法学教室』176号 1995.5,

pp.28-35.

⑺ 松浦前掲書 pp.229-230.

⑻ 例えば、マケドニアへの部隊の派遣については、

2003年10月に始まった今立法期だけでも、既に三度、

連邦議会による同意手続が行なわれている（BT
 

Drucksache15/10、15/127、15/696。最初の２件は

派遣期間延長を承認するための動議、３件目は、派遣

の態様が、NATO軍の枠組みでの派遣から EU緊急

対応部隊としての派遣へと変更されたことに伴な

い、改めて派遣承認を求めた動議である）。

⑼ Gerichtsprasident Papier sieht in Entsende-

gesetz mehr Rechtsklarheit.Die Welt,2003.4.7.

＜http://www.welt.de/data/2003/04/07/67086.

html＞（last access2003.11.19）

⑽ イラク戦争時のドイツの対応については下記の文

献を参照。

河辺賢裕、川原剛「イラク軍事行動についてのドイツ

政府と連邦議会の動き」『議会政治研究』66号
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2003.6,pp.66-71.

Beschlußvom 25.Marz 2003-2BvQ18/03-

＜http://www.bundesverfassungsgericht.de/ents-

cheidungen/qs200303252bvq001803＞（last access

2003.11.19）

Opposition fordert Entsendegesetz.Frankfurter
 

Allgemeine,2003.3.27.

Schroder:Entsendegesetz nicht Gebot der Stun-

de.Frankfurter Allgemeine,2003.3.31.

＜http://www.cdu.de/tagesthema/250203bun-

deswehr.pdf＞（last access2003.11.19）

参照箇所は p.10.

BT Drucksache15/36

BT Drucksache15/1985

下記の文献に邦訳あり。

吉田栄司訳「ドイツ連邦議会議事規則邦訳⑶」『関西

大学法学論集』43巻３号 1993.10,pp.334-340.

SPD und Grune bei Millitareinsatzen einig.

Frankfurter Rundschau,2003.11.28.

Frankfurter Allgemeine,2003.10.22

緑の党が、国外出動への議会の留保が弱められるこ

とに警戒感を示していることについては、以下の文

献を参照。

Angst vor Machtfulle.Der Spiegel, 2003Nr.15,

2003.4.7,S.48.

また、SPDと緑の党が2002年10月に締結した連立協

定が軍隊の国外出動の法制化について取り上げてい

ないのも、SPDが緑の党に配慮した結果だと見られ

ている。連立協定については緑の党のホームページ

で入手可能。

＜http://www.gruene-fraktion.de/rsvgn/rs  ru-

brik/0,,67,00.htm＞（last access2003.11.19）

BR Drucksache694/03

BT Drucksache15/1959

BT Drucksache14/8222

BNDは、ドイツにとって外交上または安全保障上

重要な外国情報の収集を任務とする、連邦の情報機

関である。

憲法秩序を脅かす者や組織を監視するための情報

機関が憲法擁護官庁であり、連邦においては連邦憲

法擁護庁、州においては州の憲法擁護官庁がこれに

あたる。

軍事防諜局の任務を規定した軍事防諜局法第１条

の条文は以下のとおりである。

第１条任務

⑴ 連邦国防省軍事防諜局は、次の各号の行為が、連邦

国防省の管轄領域における者、支所（Dienststelle）

又は施設に対して向けられた場合、及び、この管轄領

域に属し、又はこの管轄領域で勤務している者に由

来し、若しくは由来するものとされている場合、これ

らの行為に関する情報、特に、事実若しくは個人に関

する情報、報道及び資料を収集し、評価することを任

務とする。

１．自由で民主的な基本秩序又は連邦若しくは州の

一の存立若しくは安全に向けられた行為

２．外国のために、本法の適用領域において安全を危

うくする行為

これらの行為については、連邦憲法擁護法第４条

が適用される。連邦国防省の管轄領域に属し、又はこ

の領域で勤務し、若しくは勤務するものとされてい

る者の、諸国民の間の協調の思想（基本法第９条第２

項）、特に、諸国民の平和的共同生活（基本法第26条

第１項）に対して向けられた行為への関与について、

情報、特に、事実若しくは個人に関する情報、報道及

び資料を収集し、評価することも軍事防諜局の任務

とする。

⑵ 支所及び施設に対する第1項に定められた行為に

関する情報が、連邦国防省の管轄領域に属さず、又は

この領域で勤務していない者に由来し、若しくは由

来するものとされている場合であっても、次の各号

に掲げる支所及び施設の安全状態について判断を下

すために当該情報を評価することは、軍事防諜局の

任務とする。

１．連邦国防省の管轄領域における支所及び施設

２．ドイツ連邦共和国が、国際的取極でこれらの支所
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及び施設の安全を確保する義務を負い、かつ、安全

状態の判断が、連邦国防大臣及び所管の最上級州

官庁の同意を得て軍事防諜局に委任された場合に

おける、同盟国の軍隊及び国際的な軍事的司令部

の支所及び施設

⑶ 軍事防諜局は、以下の各号の場合において協力を

行なう。

１．連邦国防省の管轄領域に属し、又はこの領域で勤

務し、若しくは勤務するものとされている者の安

全性審査で、次の項目にあてはまる場合

ａ．当該の者が、公益の観点から秘密保持を要する

事実、対象物若しくは知見を明かされ（anver-

trauen）、これらへのアクセスを保持するものと

され、又はこれらにアクセスすることができる

とき

ｂ．当該の者が、連邦国防省の管轄領域における安

全性がより強く求められる（sicherheitsempfind-

lich）機関に配置され、又は配置するものとされ

ているとき

２．公益の観点から秘密保持を要する事実、対象物又

は知見について、権限の無い者が知識を得ること

を防ぐための連邦国防省の管轄領域における技術

的な安全措置をとる場合

第１文第１号ａに定める協力に際しての軍事防諜局

の権限は、1994年４月20日の安全性審査法でこれを

規定する。

⑷ 軍事防諜局を警察の一支所として編入することは

許されない。

⑸ 軍事防諜局は、一般的な法規に拘束される（基本法

第20条）。

MADに対する情報提供を定めた条文は現行法に

も存在するが、ここでは、国外出動に関連して有益と

思われる情報についてもこれらの組織が情報を提供

するよう定めることが目的とされている。

議会監督審査会とは、情報機関の活動を統制する

ために連邦議会に設置されている組織である。

（わたなべ ただし・海外立法情報課）

【短信：ロシア】

ロシアにおける連邦・地方自治制度の改革
溝口 修平

2003年に議会は、プーチン大統領が提出した

連邦制・地方自治制度に関する２つの法案を可

決した。１つは、６月に上下両院を通過し、７

月４日に大統領が署名した「『ロシア連邦構成主

体の国家権力の立法（代表）及び執行機関の組

織の一般原則についての連邦法』（以下「連邦構

成主体一般原則法」）の改正及び増補についての

連邦法」（以下「連邦構成主体一般原則改正法」）

であり、もう１つは、９月に議会で可決され10

月６日に大統領が署名した「ロシア連邦におけ

る地方自治の組織の一般原則についての連邦

法」（以下「新地方自治一般原則法」）で
(注１)

ある。

ロシア連邦は、共和国、地方（ ）、州、連

邦的意義を持
(注２)

つ市、自治州、自治管区から構成

されており、これらは連邦構成主体と呼ばれる。

他方、地方自治体は、市及び郡以下の単位を指

す。連邦構成主体の権力機関は、連邦中央の権

力機関と共に「国家権力機関」と位置付けられ

るのに対し、地方自治体は国家権力の体系には

含まれない。したがって上述の２つの法律では、

前者が連邦中央と連邦構成主体の関係を規定す

るものであり、後者が国家権力と地方自治体の

ロシア
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